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入 札 説 明 書 

 
 この入札説明書は、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号。以下「施行令」という。）、

福島県財務規則（昭和 39年福島県規則第 17号。以下「財務規則」という。）、福島県庁舎等維

持管理業務の委託契約に係る条件付一般競争入札（以下「入札」という。）の公告等の規定に基

づき、入札に参加を希望する者（以下「入札者」という。）が熟知し、かつ、遵守しなければな

らない一般的事項を定めたものである。 

 

１ 発注者（契約権者） 

  福島県農業総合センター所長 小久保 仁子 

 

２ 入札に付する事項 

（１）業 務 名  福島県農業総合センター畜産研究所自家用電気工作物保守管理業務委託 

（２）業務箇所  福島県福島市荒井字地蔵原甲１８番地 

福島県農業総合センター畜産研究所 

（３）業務概要  福島県農業総合センター畜産研究所の自家用電気工作物の保守管理業務 

（４）履行期間  令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

３ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

   入札に参加する者は、次に掲げる条件を全て満たしている者であること。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しな

い者であること。 

（２）福島県庁舎等維持管理業務入札参加資格制限措置要綱（平成２０年８月６日付け２０文

第１６１０号総務部長通知）に基づく入札参加資格制限中の者でないこと。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てをした者

若しくは申立てをなされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による

再生手続開始の申立てをした者若しくは申立てをなされた者でないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第

１項各号に該当しない者であること。 

（５）庁舎等維持管理業務入札参加有資格者名簿（令和６・７年度分）の電気設備等保全管理

業務に登録されている者 

（６）福島県内に本店、支店又は営業所を有する者 

（７）過去２年の間、本件業務又は本件業務と同種・同規模の業務を履行した実績がある者 

 

４ 入札等関連資料の閲覧場所等 

（１） 入札等関連資料の閲覧場所及び問合せ先 

福島県農業総合センター畜産研究所のホームページに掲載する。 

    〒960-2156 

    福島県福島市荒井字地蔵原甲１８番地 
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   福島県農業総合センター畜産研究所 総務担当 

   電話番号 ０２４－５９３－１０９６ 

   メール  nougyou.tikusan@pref.fukushima.lg.jp 

（２）入札等関連資料の閲覧期間 

   令和７年３月１１日（火）から令和７年３月２５日（火）まで 

（３）現場説明会は行わない。 

 

５ 入札書等の提出方法等 

（１）入札者は、所定の入札書（様式第３号）に必要とする事項を記載し、下記６に示す日時

及び場所へ持参すること。郵送による入札は不可とする。 

（２）入札書には、次の書類を添付しなければならない。 

ア 委任状（様式第４号） ※代理人が出席し、入札する場合 

（３）入札書には、次の事項が記載されていなければならない。 

  ア 落札の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当

する金額を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額

を入札書に記載すること。 

  イ 入札者の住所、商号又は名称、代表者職・氏名の記載（外国人の署名を含む。以下同

じ）をすること。 

  ウ 代理人をして入札する場合の入札書には、入札者の住所、商号又は名称及び代表者職・

氏名のほかに当該代理人であることの表示、当該代理人の氏名の記載をすること。 

（４）開札後に入札参加資格の確認を行うため、条件付一般競争入札参加資格確認書類提出書

（様式第５号）及び添付書類を作成し、入札場所に持参しなければならない。 

 

６ 入札の日時及び場所 

（１）日時 令和７年３月２６日（水） 午前１０時３０分 

（２）場所 福島県農業総合センター畜産研究所 ２階会議室 

 

７ 入札保証金 

  福島県財務規則第２４９条第１項第４号及び同施行通達第２４９条関係第２項の規定に基 

づき入札保証金は免除する。 

 

８ 入札方法及び開札等 

（１）開札は、上記６で指定する日時及び場所で行う。 

（２）開札に先立ち、入札者は上記５（２）で指定する書類の確認を受けるものとする。 

（３）開札は、入札者及びその代理人を立ち会わせて行う。 

（４）開札の結果、予定価格に達した入札者がいないときは、直ちにその場所において再度入

札に付することができるものとする。 

（５）再度の入札は２回までとする。 

（６）前号においても落札者が決定しないときは、再度の入札の２回目において低価格の入札
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をした３者以内の者と随意契約に移行する。その際は見積書に必要事項を記載して提出す

ること。 

 

９ 入札心得 

（１）入札者は、入札公告、入札説明書、金額抜き設計図書、仕様書、福島県庁舎等維持管理

業務に係る条件付一般競争入札心得、契約の方法及び入札の条件を熟知し、また暴力団排除

に関する誓約事項を承諾のうえ入札しなければならない。この場合において、当該業務の仕

様等について疑義がある場合は、条件付一般競争入札設計図書等に関する質問書（様式第１

号）により、農業総合センター畜産研究所総務担当（上記４（１）に同じ）に令和７年３月

１７日（月）までに説明を求めることができる。（質問書は持参、メール又はＦＡＸにより

提出すること。） 

   県は、福島県農業総合センター畜産研究所ホームページに条件付一般競争入札設計図書 

等に関する回答書（様式第２号）を掲載する方法により、令和７年３月１９日（水）までに

回答する。 

（２）入札者は、所定の日時及び場所に本人が出席して入札書を提出することを原則とする。 

（３）入札者は、代理人をして入札させるときは、その委任状を持参させ、確認を受けなけれ

ばならない。 

（４）入札者又はその代理人は、当該入札に対する他の入札者の代理をすることができない。 

（５）入札者は、次の各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を入札代

理人にすることができない。 

  ア 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした者 

  イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得るため

に連合した者 

  ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

  エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

  オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

  カ 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当た

り代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

（６）落札場所には、入札者又はその代理人以外の者は入場できない。 

    ただし、発注者が特にやむを得ない事情があると認めた場合は、付添人を認めることが 

  ある。 

（７）開始時刻後において、入札者又はその代理人は開札場所に入場できない。 

（８）入札者又はその代理人は、入札書を一旦提出した後は、開札の前後を問わず書換え、引 

換え、又は撤回をすることができない。 

 

10 入札の取り止め等 

  入札者が連合（談合）し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執行す

ることができないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず、又は入札の執行を

延期し、若しくは取り止めることがある。 
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11 入札の無効 

次の各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

（１）上記３に示す入札参加資格のない者の提出した入札 

（２）この入札説明書において示す入札に関する条件に違反した入札 

（３）委任状を持参しない代理人のした入札 

（４）同一事項の入札につき他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理人をした者の入札 

（５）郵送による入札 

（６）記名又は押印を欠く入札（押印を省略する場合は、「本件責任者及び担当者」の氏名又は

連絡先の記載のない入札書も含む） 

（７）金額を訂正した入札 

（８）誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

（９）同一人が同一事項に対して２通以上の入札をし、その前後を判断することができない入

札又は後発の入札 

（10）明らかに連合（談合）によると認められる入札 

（11）その他、入札に関する条件又は福島県において特に指定した事項に違反した入札 

 

12 入札参加資格要件の審査に関する事項 

（１）開札後、予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者（同額の場合はくじ引きに

より先順位となった者）に係る入札参加資格確認書類の記載事項を審査の上、入札参加資

格を確認するものとする。 

   当該者の入札参加資格が確認できなかった場合は、当該者以外の者で予定価格の範囲内

で最低の価格をもって入札した者（同額の場合はくじ引きにより先順位となった者）に係

る入札参加資格確認書類の記載事項を審査の上、入札参加資格を確認するものとし、確認

できなかった場合は以下同様に行うものとする。 

（２）入札参加資格確認書類の提出については、別紙 1のとおりとする。 

 

13 落札者の決定方法 

（１） 財務規則の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって、 

有効な入札をした者で、開札後に入札参加資格要件の審査をして資格確認できた者を落札

者とする。 

（２） 落札となるべき同価の入札書を提出した者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者に 

くじを引かせて落札者を定める。 

    この場合において、当該入札者のうち、くじを引かない者があるときは、これに代えて 

当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

（３） 入札者がいないとき、又は再度入札を執行しても落札者がない場合は、施行令第 167 条 

の 2第 1項第 8号の規定により随意契約とすることができる。 

 

14 契約保証金 

（１）落札者は、契約金額の 100 分の 5以上の額の契約保証金を納付しなければならない。 

（２）契約保証金は、現金（現金に代えて納付する小切手にあっては、福島県指定金融機関又

は福島県指定代理金融機関が振り出したもの又は支払保証をしたものに限る。）で納める
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ものとするか、又はその納付に代えて担保として財務規則第 169 条第 1項各号に規定する

有価証券を提出するものとする。 

（３）財務規則第 229 条第 1項各号（別紙２）のいずれかに該当する場合において、契約保証

金の全部又は一部の納付を免除する。 

（４）契約保証金の減免については、落札者に別途通知する。 

（５）契約保証金の納付及び還付については、福島県財務規則の定めるところによる。 

 

15 契約書の作成 

（１）契約は、別紙委託契約書（案）によるものとする。 

（２）契約書を作成する場合において落札者は、発注者が交付する契約書に記名押印し、発注

者が指定した期日までに契約書の取り交わしを行うこと。 

（３）契約の確定時期は、地方自治法第 234 条第 5項の規定により両者が契約書に記名押印し

たときに確定する。 

（４）落札者が、上記（２）に定める期間内に契約書を提出しないときは、落札を取り消すこ

とがある。 

 

16 契約条項 

契約条項は、別紙委託契約書(案)及び福島県財務規則による。 

 

17 その他 

（１）天災その他やむを得ない理由により入札又は開札を行うことができないときは、これを

中止する。なお、この場合における損害は、入札者の負担とする。 

（２）入札から落札者の決定までに入札者が３に示す要件を満たさなくなったときは、当該入

札者は落札者としない。 

（３）入札結果の公表は、契約締結後１４日以内に行う。 

（４）公表は、県政情報コーナー、地方振興局県政情報コーナー、総務部施設管理課及び入札

執行機関において行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

福島県庁舎等維持管理業務に係る条件付一般競争入札心得 

 

 （目的） 

第１条 福島県が発注する庁舎等維持管理業務に係る条件付一般競争入札による入札に参加し

ようとする者（以下「入札参加者」という。）は、法令に定めるもののほか、この心得の定め

るところにより入札しなければならない。 

 

 （入札保証金） 

第２条 入札保証金の納付は免除する。 

 

 （入札の方法等） 

第３条 入札参加者は、入札公告、金額抜き設計図書、仕様書、契約の方法及び入札の条件及

び現場等を熟知し、また暴力団排除に関する誓約事項（別添）を承諾のうえ入札しなければ

ならない。 

２ 入札参加者は、入札書を作成し、入札公告に示した入札の場所及び日時に本人が出席して

入札書を提出することを原則とし、郵便をもって提出することができない。 

３ 入札参加者は、入札公告に入札に参加する者に必要な資格の確認に関する事項が記載され

ている場合には、条件付一般競争入札参加資格確認書類提出書（様式第５号）及び添付書類

を作成し、入札場所に持参しなければならない。 

４ 入札参加者は、代理人をして入札を行うことができる。この場合、当該代理人は、入札書

の提出前に代理人の資格を示す委任状を入札執行職員に提出するものとし、入札書には代理

人の表示をしなければならない。 

  なお、委任状には受任者の使用印を押印するものとする（押印を省略する場合は、「本件

責任者及び担当者」の氏名及び連絡先を記入すること）。 

５ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をするこ

とはできない。 

６ 入札参加者は、次の各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を入札

代理人にすることができない。 

 (1) 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数

量に関して不正の行為をした者 

 (2) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得るため

に連合した者 

 (3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

 (4) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 (5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

 (6) 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当た

り代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

７ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、入札書を一旦提出した後は、開札の前後を問わず、

その書換え、引換え又は撤回をすることができない。 
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 （公正な入札の確保） 

第４条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第

５４号）その他法令の規定に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又は

入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示して

はならない。 

 

（入札の取りやめ等） 

第５条 入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執行す

ることができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執

行を延期し、若しくは取りやめることができる。 

 

 （入札の執行等） 

第６条 入札は、入札公告に示す日時及び場所において行うものとする。 

２ 開札は、入札終了時に入札会場にて行うものとする。 

３ 入札及び開札は公開とする。 

４ 開札したときは、直ちに入札書を金額順に並べ、低い金額で入札した者から順に、入札書

の記載事項を確認し、無効の入札を行った者があった場合には、当該入札参加者及び当該理

由を読み上げるものとする。 

 

 （入札書の無効等） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する入札書は、無効とする。 

  (1) 第３条第２項に規定する方法以外の方法により提出された入札書 

  (2) 入札参加資格のない者が入札した入札書 

  (3) 入札時刻に遅れてした入札 

  (4) 委任状を持参しない代理人のした入札 

  (5) 同一の入札について、同一人が２通以上なした入札又は入札参加者若しくはその代理

人が他の入札参加者の代理をした入札 

  (6) 鉛筆書きによる入札書 

  (7) 入札の日付がない入札書 

  (8) 金額の記入がない、金額を訂正した又は金額が判読できない入札書 

 (9) 発注者名、商号又は名称、押印のいずれかがない入札書（押印を省略する場合は、「本

件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先の記載のない入札も含む）   

  (10) 入札書の委託業務名が入札公告と一致しない又は記載されていない入札書（軽微な誤

字、脱字等であって意思表示が明確であるものを除く。） 

  (11) 入札制度等監視委員会において談合の事実が確認された場合の入札書 

  (12) 上記（１）から（11）に掲げるもののほか、入札公告、入札説明書、契約の方法及び

入札の条件において示した入札条件に違反して入札した入札書 

２ 入札制度等監視委員会において談合の事実が確認されなかった場合であっても、談合の疑

いが払拭できないとされた場合は、その入札書を無効とする。 
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 （落札者の決定） 

第８条 入札を行った者のうち、入札参加資格の条件を満たし、かつ、予定価格の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

 

（再度入札） 

第９条 開札の結果、予定価格に達した入札者がいないときは、直ちにその場所において再度

入札に付すものとする。この場合、第１回目の最低の入札価格を上回る価格で入札をした者

の入札は無効とし、当該入札に係る第３回目以降の入札参加者の資格は失うものとする。第

３回目以降に行う入札についても再度の入札に準じて行うものとする。 

２ 前項の入札を行ってもなお落札者がいない場合には、当該入札を打ち切ることがある。 

３ 第１項の入札には、第７条に規定する無効の入札をした者は参加することができないもの

とする。 

 

 （同価格の入札者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

第 10 条 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にく

じを引かせるものとする。 

２ 前項の場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代わって

入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

 

 （契約保証金） 

第 11条 契約保証金の納付等については、別に定めるところによる。 

 

 （契約書等の提出） 

第 12条 契約書を作成する場合においては、落札者は、福島県農業総合センター畜産研究所長

が指示する契約書案に住所・氏名その他必要な事項を記載し、これに記名押印し、関係書類

を添えて落札決定の日から起算して７日以内に、これを福島県農業総合センター畜産研究所

長に提出しなければならない。ただし、福島県農業総合センター畜産研究所長の書面による

承諾を得て、この期間を延長することができる。 

２ 落札者が、前項に規定する期間内に契約書案を提出しないときは、落札は、その効力を失

う。 

３ 契約書の作成を要しない場合においては、落札者は落札決定後速やかに福島県農業総合セ

ンター所長が指示する請書を提出しなければならない。ただし、福島県農業総合センター所

長がその必要がないと認めて指示したときは、この限りでない。 

 

 （質問及び異議の申立て） 

第 13条 入札参加者は、この心得に疑義がある場合は、その疑義について入札前において質問

することができる。 

２ 入札書の提出後、この心得についての不明を理由として、異議を申し立てることはできな

い。 
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  附 則 

 この心得は、平成２０年１０月１日以降に入札執行に係る決裁を受ける業務について適用す

る。 

附 則 

１ この心得は、平成２４年１０月３０日から施行する。 

２ 平成２４年１０月２９日以前に入札公告又は入札通知を行った業務等については、従前の

例による。 

３ この心得は、平成２８年２月８日から施行し、平成２８年度契約分から適用するものとす

る。 

４ この心得は、令和３年１月２１日から施行し、同日契約分から適用するものとする。 

５ この心得は、令和３年４月１日から施行する。 

令和３年３月３１日以前に公告を行った入札については、従前の例による。 
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契約の方法及び入札の条件 

１ 契約の方法 

  地方自治法施行令（以下「施行令」という。）第１６７条の５の２の規定により条件付一般

競争入札とする。ただし、入札者がいないとき、又は再度入札を執行しても落札者がないと

きは、施行令第１６７条の２第１項第８号の規定により随意契約とすることがある。 

２ 入札の条件等 

  入札の際提示しなければならない条件は、次のとおりとする。 

 (1) 入札書の記載金額 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当す

る額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相

当する金額を入札書に記載すること。 

 (2) 入札保証金 

   入札保証金の納付は、福島県財務規則（以下「規則」という。）第２４９条第１項第４号

及び同施行通達第２４９条関係第２項の規定により免除するものとする。 

 (3) 最低制限価格 

   最低制限価格は設定しない。 

 (4) 落札者 

   入札参加資格の条件を満たし、かつ、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申

込みをした者を落札者とする。 

 (5) 契約保証金 

   規則第２２８条に定める契約保証金は、契約代金額の１００分の５以上の額とする。 

ただし、規則第２２９条第１項の規定に該当する場合は免除する。 

 (6) 委託の期間 

   委託の期間は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までとする。ただし、委託業

務の着手時期は、契約締結の日から５日以内とする。 

 (7) 委託契約書 

   別紙委託契約書（案）による。 

 (8) 契約の確定時期 

   地方自治法第２３４条第５項の規定により委託者及び受託者が契約書に記名押印したと

き確定する。 

 (9) 提出書類 

   受託者は、仕様書に定めるほか、以下に掲げるものを契約締結後５日以内に提出しなけ

ればならない。 

  ア 着手届 
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暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記のいずれにも該当しません。

また、当該契約満了までの将来においても該当することはありません。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっ

ても、異議は一切申し立てません。 

 以上のことについて、入札書の提出をもって誓約します。 

 

記 

 

１ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体で

ある場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）である。 

 

２ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている。 

 

３ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している。 

 

４ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。 
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別紙１ 

入札参加資格確認書類の提出について 

 

 入札公告に示す条件に基づき、条件付一般競争入札参加資格確認書類提出書（様式第５号）

に添付が必要となる書類は次のとおりである。 

記 

１ 庁舎等維持管理業務入札参加有資格者名簿（令和６・７年度分）の電気設備等保全管理業

務に登録されている者であること。 

県で作成している庁舎等維持管理業務入札参加有資格者名簿により確認するので、提出を

要しない。 

 

２ 福島県内に本店、支店又は営業所を有する者 

庁舎等維持管理業務入札参加資格申請書を基に作成した、庁舎等維持管理業務入札参加資

格有資格者名簿により確認するので書類の提出は要しない。 

 

３ 過去２年の間、本件業務又は本件業務と同規模、同種の業務を履行した実績がある者 

 条件付一般競争入札参加資格確認書類提出書（様式第５号）に当該業務にかかる「契約書の

写し」添付して提出すること。 
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別紙２   

福島県財務規則（抜粋） 

（契約保証金の減免） 

第 229 条  前条の規定にかかわらず、契約権者は、次に掲げる場合においては、契約保証金の

全部又は一部の納付を免除することができる。 

 (1) 契約の相手方が官公署及び知事がこれに準ずるものと認める法人であるとき。 

 (2) 契約の相手方が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結している

とき。 

 (3) 契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び会計

令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 100 条の３第２号の規定により財務大臣が指定する金融機

関（次条第２項において「保険会社等」という。）と工事履行保証契約を締結したとき。 

 (4) 過去２年間に官公署（予算決算及び会計令第 99 条第９号に掲げる沖縄振興開発金融公

庫等を含む。）とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたり締結し、こ

れらを全て誠実に履行し、かつ、契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

 (5) 随意契約を締結する場合において、請負代金又は契約代金の額が 100 万円未満であり、

かつ、契約の相手方が契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

 (6) １件 500 万円未満の物品の購入契約を締結する場合において、当該契約に係る物品が当

該契約において定める期日までに確実に納入されるものと認められるとき。 

 (7) １件 500 万円未満の建設工事又は製造の請負契約を締結する場合において、契約の相手

方が契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

 (8) １件 300 万円未満の工事（建設工事を除く。）の請負契約を締結する場合において、契

約の相手方が契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

 (9) 工事等の請負契約の締結後に当該工事等に係る請負代金の額を変更する場合において、

変更後の請負代金の額に 100 分の 10（建設工事又は製造以外にあつては 100 分の５）を乗

じて得た額が既に納付された契約保証金の額の二倍未満の額であり、かつ、契約の相手方

が契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

(10) 除染作業業務委託契約又は森林整備業務委託契約の締結後に当該業務委託に係る業務

委託料を変更する場合において、変更後の業務委託料に 100 分の５を乗じて得た額が既に

納付された契約保証金の額の二倍未満の額であり、かつ、契約の相手方が契約を履行しな

いおそれがないと認められるとき。 

 (11)  応急仮設住宅撤去業務の契約締結後に当該撤去業務に係る契約金額を変更する場合に

おいて、変更後の契約金額に 100 分の５を乗じて得た額が既に納付された契約保証金の額

の二倍未満の額であり、かつ、契約の相手方が契約を履行しないおそれがないと認められ

るとき。 

 (12) １件の契約金額が 500 万円未満の契約を締結する場合において、契約の相手方が第１

号に掲げる公共団体以外の公共団体又は公共的団体で知事が指定するものであるとき。 

 (13) 県において公用又は公共の用に供するため財産を購入する場合において、当該契約の

締結と同時に登記義務者から登記をすることについての承諾書の提出があり、かつ、当該

財産の引渡しが拒絶されるおそれがないと認められるとき。 

 (14) 法令に基づき延納が認められる場合において確実な担保が提供されたとき。 

 (15) 財産を売り払う契約を締結する場合において売払代金が即納されるとき。 
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 (16) 試験研究、調査等の委託契約を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しな

いおそれがないと認められるとき。 

 (17) 県において公用又は公共の用に供するため財産を借り入れる場合において、契約の相

手方が契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

 (18) 貸付契約、補償契約その他契約の性質上契約保証金を納付させることが適さない契約

を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しないおそれがないと認められると

き。 

２ 前項第５号の場合において、当該契約の相手方が当該契約に関して当該契約の相手方と同

種の営業を営み、かつ、県内に主たる営業所を有する者で契約権者が確実であると認めるも

のを連帯保証人として立てるときは、同項第５号中「100 万円未満」とあるのは、「300 万円

未満」と読み替えるものとする。 

 



自家用電気工作物保安管理業務委託契約書（案） 

 

業務の名称   自家用電気工作物保安管理業務委託 

業務の内容      仕様書のとおり 

契約の金額      金       円也 

          （うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額 金      円） 

契約の期間     令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで 

契約保証金      福島県財務規則第２２８条の規定により１００分の５を納付する。 

        ただし、過去２年間に官公署とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を

２回以上にわたり締結し、これらを全て誠実に履行し、かつ、契約を履行

しないおそれがないと認められるときは、契約保証金の全部又は一部の納

付を免除することができる。 

 

  上記の業務について、委託者「福島県」を甲とし、受託者「             

 」を乙として、次の条項に定めるところにより契約を締結する。 

 

（対象とする自家用電気工作物の概要） 

第１条 対象自家用電気工作物の規格は、次のとおりとする。 

        需要設備            容量 １，３１３ｋＶＡ  電圧 ６，６００Ｖ 

非常用予備発電装置   容量 ９．９ｋＶＡ  電圧 ２００／１００Ｖ 

（定例業務の範囲） 

第２条 乙の定例業務は次のとおりとする。 

 (1) 乙は、対象とする自家用電気工作物の維持及び運用について、日常巡視等の結果を 

問診により確認のうえ、保安規程に定める定期的な巡視、点検及び測定・試験(その細 

目は乙が定める「点検指針」(以下「点検指針」といいます。)のとおり。)を行い、経 

済産業省令で定める技術基準(以下「技術基準」といいます。)に適合しない場合又は 

適合しないおそれがある場合は、とるべき措置について甲に指示又は助言します。 

 (2) 電気事故その他電気工作物に異常が発生し又は発生するおそれがある連絡を甲か

ら受けた場合において、乙は、現状を確認し、送電停止等必要な応急措置を甲に指示

するとともに、事故原因の究明に協力し、再発させないためのとるべき措置を指示又

は助言し、必要に応じて臨時点検を行い、電気事業法第106条の規定に基づく電気関

係報告規則に定める電気事故報告書の作成及び手続きの指示を行います。 

 (3) 乙は、電気事業法第107条第3項に規定する立入検査の立会いを行います。 

 (4) 乙が定期的に行う点検の頻度は、月次点検(月１回)、年次点検(年１回)、臨時点検(必

要の都度)とします。 

（定例業務以外の業務） 

第３条 乙の定例業務以外の業務は次のとおりとする。 

 (1) 電気工作物の工事、維持及び運用に関する経済産業大臣への届出書類等の作成及

び手続きの助言を行います。 



 (2) 電気工作物の設置、改造等の工事について、甲の通知を受けて、保安規程及び点検

指針に定めるところにより、工事期間中の巡視、点検を行い、必要に応じそのとるべ

き措置を甲に指示又は助言します。なお、工事期間中の巡視、点検の頻度は毎週1回以

上とします。 

 (3) 電気工作物に関する工事が完成した場合には、保安規程及び点検指針に定めるとこ

ろにより、竣工検査を行い、必要に応じその取るべき措置について甲に指示又は助言

します。 

 (4) 非常用予備発電装置を他から移動して設置する場合に、点検及び検査を行い、運転

に必要な指導を行います。 

（委託業務の仕様等） 

第４条 乙は、別紙「自家用電気工作物保安管理業務委託仕様書」に基づき、頭書の委託

  料をもって頭書の期間、頭書の委託業務を履行しなければならない。 

（委託者の注意義務） 

第５条 乙は、善良な管理者としての注意をもって委託業務を履行しなければならない。 

（誠実履行の原則） 

第６条 乙は、業務を履行するに際し、甲の指示に従い、甲も乙と協力し、互いに信義に

  従い、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

（履行の確認及び補正） 

第７条 乙は、毎回、甲に作業実施を報告し、甲は内容の是非を確認するものとする。 

 ２ 前項による確認の結果、乙の業務内容が著しく適正を欠く場合は、甲は乙に対して

  速やかに業務内容の補正を命ずるものとする。 

（委託料の支払い）  

第８条 乙は、契約代金については１２月分前払いで請求することができる。。 

 ２ 甲は、適法な請求書を受理してから３０日以内にその料金を乙に支払うものとする。 

（遅延利息） 

第９条 甲の責めに帰すべき事由により前条第２項の規定による委託料の支払いが遅れた

  ときは、乙は甲に対してその遅延期間の日数に応じ、委託料の額に年２．５％の割合

  で計算した額（１００円未満の端数は切り捨てる）の遅延利息の支払いの請求をする

  ことができる。 

（損害負担） 

第１０条 委託業務の実施に関し発生した損害（第三者に与えた損害を含む）のため、必 

  要を生じた経費は、乙の負担とする。ただし、その損害が甲の責めに帰すべき事由に

  よる場合においては、その損害のために生じた経費は、甲が負担するものとし、その

  額は甲乙間で協議して定める。 

 ２ 天変地異その他避けることができない非常災害等により発生した損害は前項の限り

  ではない。 

（保安業務担当者等） 

第１１条 乙は電気工作物の保安管理業務を担当する保安業務担当者及び当該保安業務担当

者が必要に応じ指示して保安管理業務の一部を実施させる保安業務従事者（以下「保



安業務担当者等」といいます。）の氏名及び生年月日並びに主任技術者免状の種類及

び番号を書面をもって甲に知らせるとともに、甲は面接又は写真確認等により本人の

確認を行うこととします。 

 ２ 保安業務担当者等は、保安管理業務に従事する資格を有する証を常に携行して、甲

に対し身分を明らかにするものとし、甲は、乙が通知した保安業務担当者等本人であ

ることを確認するものとします。 

 ３ 保安業務担当者等は、必要に応じ補助者を同行し、保安管理業務の実施を補助させ

ることができるものとします。 

(連絡責任者等) 

第１２条  甲は、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安のため必要な事項を乙に連 

絡する責任者（以下「連絡責任者」といいます。）を定めて、その氏名、連絡方法等を

乙に通知するものとします。 

２ 甲は、連絡責任者に事故がある場合は、その業務を代行させるための代務者（以下

「代務者」といいます。）を定め、直ちにその氏名、連絡方法等を乙に通知するもの

とします。 

３ 甲は、前各項に変更が生じた場合は、直ちに乙に通知するものとします。 

４ 甲は、連絡責任者又はその代務者を、乙の行う保安管理業務に原則として立ち会わ 

せるものとします。 

 ５ 甲は、需要設備の設備容量が6,000kVA以上の場合は、連絡責任者として第1種電気工 

事士又はそれと同等以上の資格を有するものをあてるものとします。 

(甲の責務) 

第１３条  甲は、保安規程に定めるとおり、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安 

を確保するため、技術基準に適合しない事項に関して、乙がそのとるべき措置について

指示又は助言した事項については、速やかに必要な措置をとるものとします。 

２ 甲は、連絡責任者等に保安のための巡視を行わせ、その結果について必要に応じ乙 

に連絡するものとします。 

 ３ 甲は、電気工作物の所在地及びその周辺で、有毒ガスの発生、酸素濃度の低下、ガ 

ス爆発、落盤、出水等、又はそのおそれが生じた場合には、乙に速やかにその旨を通

知するものとします。 

 ４ 甲は、乙が行う点検、測定及び試験の業務に関する計画の策定及び実施について協 

力するものとします。 

 ５ 甲は、保安管理業務の結果について、保安業務担当者等から報告を受け、その実施 

者及び点検結果を確認し保存するものとします。 

（記録等の保存） 

第１４条 乙は保安管理業務の結果を記録し、甲に報告するものとする。甲は、乙からの 

 報告を受け、保安管理業務の結果の記録等を甲の事業場に３年以上保存するものとす 

 る。 

 ２ 乙は必要に応じ、甲の記録の状況並びに書類及び図面の保存について、甲に意見を

  述べることができるものとする。 



（契約の解除及び違約金等） 

第１５条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約の全部又は一部を解除するこ

とができる。 

  (1) 乙がこの契約を誠実に履行する意思がないと認められたとき、又は、乙の責めに

帰すべき事由により、契約期間中に乙が業務の履行を継続できる見込みがないと認

められたとき。 

  (2) 乙がこの契約に違反したとき。 

  (3) 乙が解除を申し出たとき。 

(4) 乙又はその代理人若しくは使用人等に不正の行為があったとき。 

(5) 乙が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、

乙が法人である場合にはその役員、その支店又は常時物品の購入契約を締結する事

務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同

じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第２号に規定する暴力団（以下この条において「暴力団」という。）又は同条

第６号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）であると認

められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められる

とき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしていると認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

ヘ 原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに

該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 乙が、イからホまでのいずれかに該当する者を原材料の購入契約その他の契約の相

手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解

除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

六 乙が暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者若しくは

社会的非難関係者（福島県暴力団排除条例施行規則（平成 23 年福島県公安委員会規

則第５号）第４条各号に該当する者）に契約代金債権を譲渡したとき。 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第一号に該当する場合とみな

す。 

(1) 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第

75 号）の規定により選任された破産管財人 

 (2) 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法

律第 154 号）の規定により選任された管財人 

 (3) 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法

律第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 甲は、前項に定めるもののほか、この契約を必要としない事由が生じたときは乙に 



 対して、３０日前までに書面で契約の解除を通知したうえでこの契約を解除すること 

 ができる。この場合の契約金額の変更、又は乙が損害を受けた場合の甲が支払う賠償 

 額については、甲、乙、協議して定めるものとする。 

４ 第１項及び前項の規定により、契約の全部又は一部を解除したときは、乙は違約金と

して契約金額又は契約解除部分相当額の10分の１を甲に納付しなければならない。又、

契約解除により甲に損害を及ぼしたときは、甲が算定する損害額を乙は甲に納付しなけ

ればならない。ただし、天災地変、不可抗力等乙の責めに帰すことのできない事由によ

る解除の場合は、この限りでない。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第１６条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を、甲の承諾なしに、譲渡し、承継

させ、又は担保に供してはならない。 

（秘密の保持等） 

第１７条 乙は、委託業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、乙と作業員 

  又は作業員間の紛争等による影響を甲に与えてはならない。 

（個人情報の保護） 

第１８条 乙は、この契約による業務を行うため個人情報を取り扱うに当たっては、別記 

 「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。 

（談合による損害賠償） 

第１９条 甲は、この契約に関し乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約の解除を

するか否かを問わず、賠償金として、契約金額の１０分の２に相当する額を請求し、乙

はこれを納付しなければならない。ただし、第１号又は第２号のうち命令の対象となる

行為が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独

占禁止法」という。）第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和57年公正取

引委員会告示第15号）第６項で規定する不当廉売に当たる場合その他甲が特に認める場

合はこの限りでない。 

 (1)  公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第49条の規定による

排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

 (2)  公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第62条第１項の規定

による課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

 (3)  乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）に対し、刑法（明治40年法

律第45号）第96条の６の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、この契約の履行が完了した後においても適用するものとする。   

  なお、甲が受けた損害額が前項の規定により計算した賠償金の額を超える場合におい

 て、甲は、その超過分に対して賠償を請求することができるものとし、乙はこれに応じ

 なければならない。 

（代表者変更の届出） 

第２０条 乙が代表者の名義を変更したときは、遅滞なく名義変更に係る登記簿謄本その 

 他これを証する書面を添えて、甲に届け出なければならない。 

（契約以外の事項） 



第２１条 この契約に定めのない事項及びこの契約に定める事項に関する疑義については、

 必要に応じて、甲・乙協議して定めるものとする。 

（紛争の解決方法） 

第２２条 前条の規定による協議が整わない場合、この契約に関する一切の紛争に関して 

 は、甲の所在地を管轄とする裁判所を管轄裁判所とする。 

 

 

 

  本契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙各自１通ずつ保有する。 

 

      令和７年４月１日 

 

                甲        住所  郡山市日和田町高倉字下中道１１６ 

                   氏名   福 島 県 

                福島県農業総合センター所長 小久保 仁子 

 

 

                乙        住所      

                         氏名     

      



1 　委託業務概要

(1) 委託業務名称 福島県農業総合センター畜産研究所 自家用電気工作物保安管理業務委託

(2) 場 所 福島県福島市荒井字地蔵原甲１８

(3) 委 託 期 間 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

(4) 業 務 目 的

　福島県農業総合センター畜産研究所（以下「甲」という。）の自家用電気工作物について、

その機能を常に最善の状態に維持し、また、当事業所の効率的な業務運営を確保するために、

2 　業務内容

(1) 受変電設備の点検に関すること。

(2) 配電設備、電気使用場所の設備の点検に関すること。

(3) その他必要と認められる点検、試験、立会い、連絡調整及び報告に関すること。

3

福島県農業総合センター畜産研究所

4 　保安管理業務対象設備

別紙１のとおり

5 　保安管理業務の実施

(1) 保安管理業務は、別紙２に定める「自家用電気工作物保安管理業務細目」（以下、「細目」

という。）により行うこと。

(2)

(3) 受託業者（以下「乙」という。）は、平成１５年経済産業省告示第２４９号第２条の規定に

ること。

(4)

この業務従事者名簿には、業務従事者の氏名、生年月日、主任技術者免状の種類及び番号を

記載し、主任技術者免状の写しを添付すること。

(5)

(6)

置を行わないと障害を防止できない場合、あるいは、すでに障害が発生していて、直ちにその

障害を取り除かなければならない場合で、担当職員が業務従事者を直ちに招集するため乙に連

(7) 業務の結果、修理を要すると認めたときは、その都度遅滞なく担当職員に報告すること。

(8)

(9) 乙は、甲の要請があった場合、上記１（２）の委託場所に業務従事者を２時間以内に到達さ

せる体制をとっていること。

業務の結果、異常を発見した場合は、直ちに適切な処置を行い、障害発生を未然に防止し、

担当職員にその結果を報告すること。また、障害が発生した場合は、直ちに適切な処置を行っ

たうえで、その障害状況を担当職員に報告すること。

関係法規及び以下に定める事項により保安管理業務を行う。

自家用電気工作物保安管理業務委託仕様書

業務従事者名簿を提出すること。

基づき、別紙３に示した器具を所有しているか、又は必要な場合に使用し得る措置を講じてい

上記細目に定めがなくても、保安管理業務上必要な業務については誠意を持って行うこと。

　保安管理業務対象施設

業務実施日以外の日において、畜産研究所の担当職員が急遽異常を発見し、直ちに適切な処

絡したときは、乙は遅滞なく業務従事者を派遣させること。

 保安管理業務において使用する工具、機械器具（年次点検時の発電機を含む）及びその他
消耗品は、乙の負担とする。



6 　業務内容の報告

(1)

保存すること。

(2)

ア

イ

7 　業務従事者

(1) 業務従事者は、以下のとおりとする。

ア電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号。以下施行規則という）第５２条の２

の規定に基づき、経済産業大臣が認めた以下の者のうちいずれか

(ｱ) 乙が個人事業者の場合、施行規則第５３条第３項に規定された「電気管理技術者」であ

　る者

(ｲ) 乙が法人の場合、施行規則第５３条第３項に規定された「電気保安法人」の職員である

　「保安業務従事者」

※　ただし、上記(ｱ)・(ｲ)のいずれの者についても自家用電気工作物保安管理業務以外の職

　務を兼務していないこと。

(2)

(3)

(4)

(5) 甲が必要があると認めた場合は、乙は、前回の受託業者からの業務引継及び次回の受託業者

への業務引継を行うこと。これらの業務に要する費用はすべて乙の負担とする。また、引継ぎ

業務を実施する時期は、甲の判断による。

(6) 保安管理業務のうち、次のいずれかに該当する電気工作物については、甲は、巡視、点検

及び測定・試験を甲又は甲の従業者、電気工事業者、機器製造業者等必要な専門の知識及び

技術を有する者に行わせるものとする。これに関し、甲は実施について乙に連絡するもの

とし、乙はその記録を確認し、甲に対し必要な助言を行うものとする。

①取扱いが法令による電気主任技術者以外の特定の資格を要する消防用設備、ボイラー、昇降機

及び昇降路内の設備等

②取扱いが特殊性のため専門技術を要する医療用機器、オートメーション化された工作機械群等

③高所にある配線、機器等及び稼働中の工作機械等の付近の配線、機器等で、点検を実施する

ことが危険を伴う場合

④点検時に著しい危険が伴う有毒ガス発生箇所、酸素欠乏危険箇所、放射線管理区域等に設置

された機器等

⑤業務上の都合等甲の事由（情報管理、衛生管理、機密管理）で、乙が立ち入りできない金庫

室、新生児室等に設置された機器等

⑥事業場外で使用されている可搬型機器

⑦発電設備のうち、電気設備以外の部分

主な報告及び記録は下記のとおりとする。

 業務の結果

 異常や障害が発生した場合の記録

業務報告書を、業務終了後速やかに担当職員に提出し承諾を受けること。また、必要な期間

甲は、業務従事者として不適当と認めた者については、乙と協議の上、交代させることがで

きる。

業務従事者は、設備の点検等上記２の業務において、必要な教育訓練を終了した技術優秀な

乙は、業務従事者が転任や転勤等のため、当該委託業務の業務従事者の職を下りる場合には、

交代者と十分に引継ぎを行い、業務に支障のないようにすること。

者とする。



(7) 保安管理業務のうち、次の例示のような場所にあっては、漏れ電流測定等により点検を実施

するものとする。ただし、漏れ電流測定等の点検の結果、電気工作物に危険が予想される

場合にあっては、甲は乙が直接目視点検等の必要な点検を可能とする手段を講じるものと

する。また、この場合において甲が第三者に点検を依頼する場合は、これを乙に連絡する

ものとし、乙はその記録を確認し、甲に対し必要な助言を行うものとする。

①構造上内部点検ができない密閉型防爆構造の機器及び密閉場所等

②壁の中、閉鎖された天井裏、固定ボルト等で固定された機器の内部等の隠ぺい場所に設置され

た配線及び機器等

8 　乙の業務

(1)

(2)

9 　法令に関する手続き

　　乙は、電気事業法等関係法令による届出等に変更が生じた場合は、遅滞なく変更の手続きを行

 うものとする。

することに伴い、甲が必要とする業務従事者が確保できない状態を招いてはならない。

ればならない。

乙は、上記１の(3)の委託期間中、当該委託業務の他に、乙にとって過重な委託業務を受注

乙は、緊急の事態に備え、甲の依頼に基づき、速やかに対応できる体制を確保しておかなけ



 

  

別紙１ 

 

自家用電気工作物保安管理業務対象設備（畜産研究所） 

 

１．受電設備 

   区分開閉器（ＰＡＳ）    １台 

   引込線等          １式 

   断路器           ５台 

   真空遮断器        １２台 

   電力ヒューズ        ５組 

   計器用変圧器        ３組(7 個) 

   計器用変流器        ５組 

   変圧器          １９台(1,313 kVA) 

［1φ5kVA×１台、1φ7.5kVA×１台、1φ20kVA×1 台、1φ50kVA×4 台、 

3φ30kVA×2 台、3φ50kVA×1 台、3φ75kVA×1台、3φ150kVA×1 台、 

3φ20kVA×1 台 、1φ15kVA×2 台(V-V)(15×2×0.866=25.98 kVA)、  

3φ300kVA×1 台、1φ100kVA×2台、3φ200kVA×1 台］ 

    

電力コンデンサ       ４台  

［3φ20kvar×2台、3φ75kvar×2 台］ 

    

リアクトル         ４.79 kvar 

   母 線           １式 

   その他高圧機器       なし 

   配電盤・制御回路      １式 

   キュービクル        １式 

 

２．配電設備等 

   構内配電設備        １式 

［高圧ケーブル、高圧・低圧配電線、避雷器他］ 

 

   電灯分電盤         １式 

   動力分電盤         １式 

 

３．電気使用場所の設備      １式 
 

４．非常用予備発電装置・付属装置  １台（９．９ＶＡ） 

 

５．蓄電池設備           なし 



















 

  

別紙３ 

機 械 器 具 一 覧 表 

 

区 分 機 械 器 具 名 

受託者が必ず所有していなければならな

い機械器具 

 

絶縁抵抗計 

電流計 

電圧計 

低圧検電器 

高圧検電器 

接地抵抗計 

 

 

 

受託者が所有しているか、又は必要な場合

に使用し得る措置を講じていなければなら 

ない機械器具 

 

継電器試験装置 

 

絶縁耐力試験装置 

 



別記 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 乙は、この契約による業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、個人 

の権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的 

に使用してはならない。なお、この契約が終了した後においても、同様とする。 

２ 乙は、業務に従事している者に対し、当該業務に関して知り得た個人情報をその在 

職中及び退職後においてみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならな 

いことなど個人情報の保護に関して必要な事項を周知させるものとする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、業務を行うために個人情報を収集するときは、当該業務の目的を達成する 

ために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、業務に関して知り得た個人情報を契 

約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（安全管理措置） 

第５ 乙は、甲より個人情報の取扱いの委託を受けた場合、行政機関等と同様の安全管 

理措置を講ずる必要があることから、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失 

及びき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために、個人情報の保護に関する法 

律（平成 15 年法律第 57 号）及び「個人情報の保護に関する法律についてのガイドラ 

イン（行政機関等編）」に基づき必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

（複写・複製の禁止） 

第６ 乙は、甲の承諾があるときを除き、業務を行うために甲から引き渡された個人情 

報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（作業場所の指定等） 

第７ 乙は、業務のうち個人情報を取り扱う部分（以下「個人情報取扱事務」という。） 

について、甲の指定する場所で行わなければならない。 

２ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、前項の場所から業務に関し取り扱う個 

人情報が記録された資料等を持ち出してはならない。 

（資料等の返還等） 

第８ 乙は、業務を行うために甲から提供を受け、又は自らが収集した個人情報が記録 

された資料等をこの契約の終了後直ちに甲に返還し、若しくは引き渡し、又は消去し、 

若しくは廃棄しなければならない。ただし、甲が別に指示したときは、この限りでな 

い。 



２ 乙は、前項の規定により電子記録媒体に記録された個人情報を消去又は廃棄する場 

合は、当該個人情報が復元できないように確実に消去又は廃棄しなければならない。 

３ 乙は、第１項の規定により個人情報を消去又は廃棄した場合は、当該個人情報の消 

去又は廃棄を行った日時、担当者名及び方法を記載した報告書を甲に提出し、確認を 

受けなければならない。 

（事故発生時における報告等） 

第９ 乙は、個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の事態及びこの契約に違反する事態 

が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告しなければ 

ならない。 

２ 乙は、前項により報告を行う場合には、併せて被害の拡大防止等の必要な措置を講 

じるとともに、情報漏えい等に係る対応について甲の指示に従うものとする。 

（調査監督等） 

第 10 甲は、乙における契約内容の遵守状況等について実地に調査し、又は乙に対して 

必要な報告を求めるなど、乙の個人情報の管理について必要な監督を行うことができ 

る。 

２ 乙は、前項における報告について、甲が定期的な報告を求める場合にはこれに応じ 

なければならない。 

（指示） 

第 11 甲は、乙が業務に関し取り扱う個人情報の適切な管理を確保するために必要な指 

示を行うことができる。 

（再委託の禁止） 

第 12 乙は、甲の承諾があるときを除き、個人情報取扱事務を第三者（再委託先が子会 

社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。） 

である場合を含む。以下次項において同じ。）に委託してはならない。 

２ 乙は、甲の承諾に基づき個人情報取扱事務を第三者に委託するときは、この契約に 

より乙が負う個人情報の取扱いに関する義務を再委託先にも遵守させなければならな 

い。 

（労働者派遣契約） 

第 13 乙は、保有個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には、 

労働者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記しなければ 

ならない。 

（損害賠償） 

第 14 乙又は乙の従事者（乙の再委託先及び乙の再委託先の従事者を含む。）の責めに 

帰すべき事由により、業務に関する個人情報の漏えい、不正利用、その他の事故が発 

生した場合、乙はこれにより第三者に生じた損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、甲が乙に代わって第三者の損害を賠償した場合には、乙は遅 



滞なく甲の求償に応じなければならない。 

（契約解除） 

第 15 業務に関する個人情報について、乙による取扱いが著しく不適切であると甲が認 

めたときは、甲はこの契約の全部又は一部を解除することができる。この場合の違約 

金は契約書本文の定めるところによる。 

 


